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重点課題 ～社会構造、新たなニーズへのチャレンジ～ 

   ２０２５に向けた医療提供体制の整備 

   ・地域医療構想、人材確保 

   健康寿命の延伸、健康格差の縮小 

   ・健康づくりを支える基盤整備、機運醸成 

   「こころの健康問題」への対応 

   ・依存症対策、自殺対策 
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向上 

危機管理 

都道府県の 
役割強化 

国際都市大阪 
（Ｇ20・万博・ＩＲ） 

3 



 
・医療提供体制 
・医療法に関すること 
・人材確保 
・救急・災害医療対策 
・感染症対策 
・健康づくり・疾病予防 
・がん対策、難病対策 
・精神保健 
・母子保健 
・医療費適正化  など 
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Ⅰ 大阪府の健康医療行政  

健康・いのちに関わるセーフティネットの構築 

健康医療行政 

保健医療 

・医薬品等の   
 安全 
・薬物対策 
      など 

・食品の安全 
・食品表示 
      など 

・水道整備 
・生活環境衛生 
・旅館業法 
      など 

薬務 食の安全 環境衛生 

・職員約１０００名 
・約２０職種 
（行政、保健師、医師、薬剤師、ＣＷ、獣医師等） 

・国保事業運営 
 
      など 

国民健康保険 新 

(１)本庁組織 改編を経て健康医療分野に特化。Ｈ３０、国保事業を移管 
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７支所   

１４HC    
病院 
独法化     

大安研  １２HC  
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国保課移管 

保健所は、再編・広域化・中核市移管が進んでいる 

２
０
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０
年 

９
Ｈ
Ｃ 
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２０２０ 
（中核市移行後） 

２０４５ 
（推計） 

大阪府人口 ８８３万人 ７３３万人 

大阪府保健所
管内人口 

２７７万人 ２０９万人 

３１％ ２８％ 

府保健所の管内人口 
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2017年4月 統合・地方独立行政法人化 

大阪市立環境科学研究所 
（1906年 市立大阪衛生試験所） 

大阪府立公衆衛生研究所
（1880年 警察部衛生課） 

(３)(地独)大阪健康安全基盤研究所 
府市の地方衛生研究所を統合・独法化し、大阪健康安全基盤研究所を設立 

西日本の中核的な 
地方衛生研究所をめざす 

府民の健康危機発生時の対応力を強化 

 ・健康危機事象への対応力強化、学術分野・産業界との連携体制の確立等 
 ・研究所機能が最大限発揮できるよう一元化施設を整備（2022年度予定） 



◆健康危機発生時等に一元的に情報等を収集・提供するため、研究所内に健康危機管理課を設置（2017年4月） 

◆大阪府、大阪市及び府内全中核市との間で、それぞれ健康危機事象発生時における連携体制の確保等に関する  

 協定を締結（2017年4月） 

◆検査精度の信頼性を確保するため、研究所内に専任研究員を配置した精度管理室を設置（2017年4月） 

◆大学や民間企業等と共同研究、受託研究を実施するなど学術分野・産業界との連携を推進 

機能強化の取組み 

2017年度計画における数値目標 

項 目 数値目標 

論文、著書等による成果発表件数 76件以上 

競争的外部資金（国補助金等）獲得に向けた応募件数 40件以上 

府内の行政機関関係者への研修回数 12回以上 

国内外からの研修・見学受け入れ人数 200人以上 

2017年度 

102件 

72件 

27回 

350人 

（その他参考数値） ・企業等との受託研究：21件  ・大学等との共同研究：18件  ・府内中核市からの依頼検査：542件 
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Ⅱ 健康医療行政の課題 ～危機管理の視点から～ 
 
 （１）災害への対応 
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 ＜６．１８（月）７：５８  大阪府北部地震 Ｍ６．１（最大震度６弱）＞ 

     死者６名、負傷者３６０名以上、全壊１８棟、半壊５１２棟、一部損壊５万５千棟以上 

      避難所最大５７１か所、避難者数最大約２４００人、 断水最大２１万戸 

  

 Ⅰ 初動 

    ・７：５８ ３号配備（全員参集）  「府災害対策本部」「災害医療本部（のち保健医療調整本部）」 

    ・９：３５ ＤＭＡＴ調整本部設置 

  

 Ⅱ 健康医療関係の主な対応 

    ・国立循環器病研究Ⅽの患者搬送、給水支援 

    ・府内水道施設の状況把握 

    ・医療チーム等の派遣（地域災害医療本部、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、小児周産期、透析班、日赤救護班、ＪＲＡＴ等） 

    ・避難所支援等     （ＤＨＥＡＴ、保健師・ケースワーカー等の市への派遣など） 
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 ＜見えた課題＞ 

  ●初動体制確保 

    ・発災２Ｈ後の部参集率２８％ ⇒ 参集場所の部独自ルールの設定 

  ●初動対応の共有 

    ・初動に混乱 ⇒ 「災害対策要員」への研修徹底、簡易な初動対応マニュアルの各課掲示 

  ●医療機関間の連携体制 

    ・医療機関情報の収集に課題 ⇒ 災害医協力病院（２８０）、一般病院（２００）との連携強化 

  ●水道災害の情報収集体制の再構築 

    ・水道管の老朽化、府の役割 ⇒ 健康医療部に「水道災害調整本部」を設置 

  ●保健医療調整本部体制の確立 

    ・救急医療期から健康危機管理支援への移行   

    ・中核市を含む地域保健医療調整本部の体制づくり 
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地震による水道施設への被害 

◆大阪北部地震 

◆東日本大震災 

◆南海トラフ巨大地震※【2013年大阪府予測】 
  ※南海トラフ地震のうち、想定される最大規模（Ｍ9.0～9.1）の地震 

南海トラフ地震の発生確率は今後30年で70~80％と試算されており、水道施設の耐震化は急務。 

出典元：2018.7.23_土木工学地震工学委員会 
「大阪北部の地震におけるライフラインの被害」 
        （神戸大学鍬田准教授資料より抜粋） 

 ≪口径900mm≫ 

高槻市 
最大19．4万人
（8.6万戸） 

箕面市 
最大2万人 
（0.8万戸） 

吹田市 30戸 

出典元：内閣府公表資料（2018.7.5） 

≪水道被害≫ 

≪口径2400mm≫ 

出典元：「平成23年（2011年）東日本大震災 
水道被害等現地調査団報告書（厚生労働省及び
日本水道協会）」 

出典元：「東日本大震災 水道施設被害状況 
調査 最終報告書（厚生労働省とりまとめ〕」 
 

総断水戸数 
256．7万戸 
（19都道県〕 

断水率 
14.8％ 
※宮城、福島、茨城 
 では60%以上 

出典元：第５回南海トラフ巨大地震災害対策等 
検討部会（2014.1.24）「資料-1」 

≪水道被害≫ 

≪大阪府域断水率≫ ≪水道被害≫ 

断水 
人口 

約400万人 

初期 
断水率※ 45.2 ％ 

※発災１日後 

地震後１週間 57%復旧 

地震後３週間 90%復旧 

最長断水期間は7カ月 

≪断水の推移≫ 

≪断水の推移≫ 

地震１日後に断減水解消 

≪断水の推移≫ 

断水率 

被災１日後 45.2% 

被災１週間後 40.6% 

被災1か月後 14.3% 

被災約40日後 1.1% 

出典：副首都本部会議資料 
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導送配水
管延長 

耐用年数
超過管路 

老朽管率 

km km % 

大阪 24,089 7,155 29.7 

東京 29,020 3,935 13.6 

神奈川 26,119 5,967 22.8 

愛知 40,450 6,469 16.0 

兵庫 27,572 4,207 15.3 

全国平均 15.1 

府内市町村の全配水管延長と耐用年数超過 

府内市町村管路の老朽化の状況 

• 府内市町村の全ての「老朽管率」（耐用年数40年を超える
管路）は29.7％（7,155km）に達し、全国平均15.1%の
約2倍。 

全国平均 15.1％ 

大阪府平均 29.7％ 

※上記数値には企業団営事業分も含む 

出典：総務省 地方公営企業年鑑（2016年） 

管路の老朽管率 
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出典：副首都本部会議資料 



＜７．７（土）  西日本豪雨＞ 
   死者200名以上、全壊5000棟以上 床上・床下浸水3万戸以上 

 

Ⅰ 府の支援 
 
（１）職員派遣 
   ・7月9日～8月8日にかけて広島県へ職員派遣 
   ・職員数71人（うち健康医療部2名） 
   ・県災害対策本部支援、避難所のニーズ把握等 
 
（２）岡山県倉敷市保健所へのＤＨＥＡＴの派遣 
   ・和歌山県DHEATを引き継ぎ倉敷市保健所へ派遣 
   ・8月2日～8月14日（13日間、３班） 
   ・職員数１１名（医師３名、保健師６名、ロジ２名） 
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 ＜９．４（火）  台風21号＞ 
     死者８名、負傷者４９０名以上、全壊３０棟、半壊４４０棟以上、一部損壊６万５千棟以上、非住家被害２,４００件以上 

      大阪府域最大４７万軒以上が停電 

  

 Ⅰ 初動 

    ・１４：４０ 府指令部（風水害）体制  

    ・１７：１６ ＤＭＡＴ調整本部設置 

    ・１８：００ 防災・危機管理指令部会議 

    ・９／５ １２：１５ DPAT調整本部設置 

 Ⅱ 課題 

    ・台風被害に対する体制整備  

            ⇒ 全庁ルールの見直し（台風接近３時間前、通過２時間以内に指令部会議開催・非常１号配備） 

    ・保健所の長期停電による業務支障 

            ⇒ 最低限必要な非常電源の整備 

    ・難病、ＡＬＳ、在宅患者等への対応 

            ⇒ 非常用電源支援策の検討 
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Ⅱ 健康医療行政の課題 ～危機管理の視点から～ 
 
 （２）超高齢社会への対応 
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17 

▼平均寿命と健康寿命の状況（全国・大阪府）   ☑健康寿命：健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間をいう。 

 大阪府の健康指標の現状と課題 

▼市町村国民健康保険 

・特定健診受診率      【府平均30.0％】 （全国平均36.6％） 全国42位 

・特定保健指導実施率   【府平均15.8％ 】 （全国平均26.3%）  全国42位 

・保険者努力支援制度【H30評価】  

 市町村取組33位、医療費水準34位、都道府県の取組5位 【総合全国43位】   

全国に比べ低位な健康指標、とりわけ市町村国保における健康づくり・医療費適正化の取組が重要 

平均寿命：厚生労働省都道府県生命表（平成27年） 
健康寿命：厚生労働科学研究班報告書データ（平成28年） 



24,347 
25,629 
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29,939 

30,744 
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32,931 

7,561 
(31.1%) 
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9,367 
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H17 H20 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

医療費の動向（大阪府） 

大阪府の総医療費 うち高齢者医療費 

(億円) 

出典：国民医療費、後期高齢者医療事業状況報告 
   但しH24,H25,H29の総医療費は厚生労働省推計値 

(％) 
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 医療費適正化は持続可能な保険制度にとって重要 



健活１０～ケンカツテン～ 
１０の健康活動、一つでも、一人でも多くの人に 19 



20 

「健康づくり推進条例」H30.10公布・施行 

   “オール大阪体制”での 
     府民の健康づくりの推進を図る 

１ 健康づくり関連3計画の総合的・ 
    一体的な推進 
 
２ 多様な主体の役割の明確化と連携・ 
    協働による“オール大阪体制”の構築 
 
３ 大阪の特徴(強み)を活かした取組みの 
    推進 
 
４ 府民の健康づくりの普及啓発と気運醸成 
 

 府民の健康づくりに向けたオール大阪の気運醸成 ― 条例制定と「健活１０」 

 【健活10（ケンカツテン）】  



 大阪版健康マイレージ「大阪府健康づくり支援プラットフォーム整備等事業」モデル実施 
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 事業の特色 

① 全国最大級の健康マイレージ事業    

 ～ポイント還元額4年で、7億7千万円、  
  I CT活用で、政令市を含む全市町村での参加目標30万人規模は全国最大級 
 

② 特定健診データとの連携により、健康活動データを見える化   

 ～特定健診データと個人の健康活動の連携は都道府県では全国初の取り組み   
 

③ 抽選回数、日本一！毎月・毎週抽選を実施 
 ～毎月抽選に加え、毎週抽選を行うことで、楽しみながら続けていただく機会

をより多く提供 
 

④ 特典に、複数の電子マネーを用意 
 ～お持ちのカードに合わせて、チャージできる電子マネー 
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23  「大阪府健康づくり支援プラットフォーム整備等事業」の全体像 

１. 府民の主体的な健康行動の促進 
２. マイページで健康情報を見える化し、健康管理意識を向上 
３. 収集した健康データを分析、今後の保健事業へ活用 

目的 

特典の提供 

データ連携 
資格情報・健診情報等 

ポイントが貯まる 
スマホ・歩数計等 

健康づくりの取組 
ウォーキング・運動教室への 

参加、特定健診受診等 

PHR提供 
体重・血圧等のバイタル
データ、歩数等の運動デー

タ等 

データ分析の検討 

 大学等研究機関 

 運営事務局  アスマイル・データベース 

健康づくり 
ＤＢ 

特定健診等 
DB 

 

健康づくり支援プラットフォーム運営 

 
 
受託事業者  
株式会社ＮＴＴデータ関西 
協力企業：イオンモール株式会社 
     イオンリテール株式会社 
     オムロン ヘルスケア株式会社 
     サンスター株式会社 
     総合メディカル株式会社 
     ドコモ・ヘルスケア株式会社 
     株式会社ＮＴＴドコモ 

 

DB 

国保連合会 府・市町村 

個人毎の健康マイページ（参加者用ポータル） 

府民 
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 サービスの概要 

楽天Edy 

nanaco 

【電子マネー等】 

【コンビニ等無料クーポン】 ※スマホ限定 

ﾎﾟｲﾝﾄ区分 

１階 

２階 

３階 

府民分ポイント 

国保分 
ポイント 

(40歳～） 

医療保険者 
独自ｵﾌﾟｼｮﾝ 

(協会けんぽ等) 
・・・ 

市町村独自オプションポイント 
(市町村の希望に応じて追加） 
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Ⅱ 健康医療行政の課題 ～危機管理の視点から～ 
 
 （３）健康危機への対応 
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
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梅毒報告数の推移（大阪府） 
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 感染症への対応 



平日昼間のみでなく、土曜日や夜間の検査を実施 
キャンペーン等による検査機会の拡充 コンビニや駅のトイレでのステッカー掲示 

ターゲッティング広告を用いた啓発 
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Ⅱ 健康医療行政の課題 ～危機管理の視点から～ 
 
 （４）国際都市化への対応 
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Ｇ20大阪サミット 保健医療対策推進体制 

 2019年6月28・29日 約35国・機関が参加。世界各国から首脳をはじめ、政府・プレス関係者など約３万人が来阪 
 安心・安全を確保するため、保健医療体制を構築 
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増加する外国人患者受入れ体制の構築（Ｈ３１～） 

高 
 
 
 
 
 

外
国
人
患
者
受
け
入
れ
能
力 
 
 
 
 
 
 
低 

 
 
 
 
 

その他医療機関 ■その他医療機関 

 観光庁が選定している訪日外国人患者受入医療機関を引き
続き募集※平成29年現在府下58医療機関が選定。 
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【検討中の 
外国人患者受入医療機関向け支援策】 
 
・多言語医療通訳コールセンター（24時間） 
                 ：救急告示病院 
・ワンストップトラブル相談窓口 
                 ：救急告示病院 

大阪府外国人患者受入
拠点医療機関(仮称) 
 

大阪府外国人患者受入 
地域拠点医療機関 

(仮称) 

 

拠点病院選定スキーム図 
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 ２０１６年度から特区民泊を導入開始 

 ２０１８年度から住宅宿泊事業法に基づく新法民泊の制度開始 

違法民泊施設の多い大阪市域において、大阪市違法民泊撲滅チームを設置するなど取組を推進。 

民泊施設の適正な運営に向けた指導 



Ⅲ 求められる姿勢  
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保健・医療のセーフティネットの機能を果たすためには 

 府・政令市・中核市の垣根を超えた連携 

    ⇒災害・感染症などリスク対応 など  

 変化を踏まえたしごと（資源・人材）のシフト 

    ⇒民との連携・役割分担、新しい公衆衛生の課題への対応     

 持続可能性への視点 

    ⇒国保制度運営と医療費適正化、水道等の社会インフラ など 

 保健ガバナンスの強化 

    ⇒保健・医療・保険のガバナンス（データヘルス、市町村保健事業支援、地域医療構想） 

～セーフティネット：「ひと」「リスク」「社会の変化」に対する安心の備え～ 


